はじめに

平成１８年度　大阪府の一般廃棄物のホームページによる掲載について

1． 音声ブラウザ対応にワード形式で一部掲載しています。

ワード形式による掲載内容の概要について、以下に示す。

平成１８年度　大阪府一般廃棄物の第１編総括及び参考資料のみ掲載しており、

表及び図につきましては、表記内容のみ記載しております。

また、表及び図につきましては、ＰＤＦでご確認下さい。

平成１８年度　大阪府一般廃棄物の第２編統計資料につきましては、

全て、表及び図である為、掲載していません。

ＰＤＦでご確認下さい。

第１章　一般廃棄物処理事業の概要

１　計画処理区域

市町村において、一般廃棄物の処理事業を行う計画処理区域は、府全域であり、平成１８年１０月１日現在で１，８９４．１０k㎡、人口及び世帯数は、８，８８２，３４６人及び３，８３７，８７１世帯である。

また、府内の市町村数は平成１９年３月３１日現在、３３市９町１村の合計４３団体で、一部事務組合は１３団体である。

　表１－１　計画処理区域人口等

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

データは、各年１０月１日現在で集計してます。

　　　　堺市と美原町が平成１７年２月合併に伴い、平成１６年度より

４３市町村数です。

　表１－２　一部事務組合及び構成市町村

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　データは、平成１９年３月３１日現在です。

図１－１－１　市町村及び一部事務組合　ごみ関係

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　　市町村及び一部事務組合のごみ関係に関する位置図を図示してます。

図１－１－２　市町村及び一部事務組合　し尿関係

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　　市町村及び一部事務組合のし尿関係に関する位置図を図示してます。

２　一般廃棄物処理事業経費

府内市町村の一般会計決算額及び一般廃棄物処理事業経費の推移を表１－３に示す。平成１８年度の一般会計決算額は、３兆５，２６８億円である。このうち一般廃棄物処理事業経費として、ごみ処理経費１，４４３億円、し尿処理経費１２７億円の総額　１，５７０億円で、一般会計決算額の４．５％を占めている。

また、府民１人当りの一般廃棄物処理事業経費は表１－４に示すとおり１７，６７４円／年で、１世帯当りでは４０，９０３円／年であり、一般廃棄物処理事業経費のうち処理施設整備のための建設改良費及びその他を除いた府民１人当りの処理及び維持管理費では、ごみは１３，５７３円／年、し尿は１，１１４円／年である。

一般廃棄物処理事業経費に占める、ごみ処理経費の割合は図１－２に示すとおり　　９１．９％でありし尿処理経費の割合は８．１％である。

ごみ・し尿の単位当りの処理及び維持管理費は表１－７に示すとおり、ごみ１ｔ当り３０，３４１円、し尿１kl当り１１，４７４円である。

  表１－３　一般廃棄物処理事業経費等

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　ごみ及びし尿に関する処理事業経費を平成１４年度から平成１８年度まで

　　　　　表記してます。

表１－４　府民１人当たり及び１世帯当たりの処理事業経費

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　平成１４年度から平成１８年度まで表記してます。

　表１－５　廃棄物処理事業経費（歳入）

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　平成１８年度実績、ごみ及びし尿の廃棄物処理事業歳入経費を

表記してます。

　表１－６　廃棄物処理事業経費（歳出）

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　平成１８年度実績、ごみ及びし尿の廃棄物処理事業歳出経費を

表記してます。

　図１－２　一般廃棄物処理事業経費に占める割合

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　ごみ処理経費とし尿処理経費の占める割合を歳入と歳出ごとに

図示してます。

　表１－７　ごみ・し尿の単位当りの処理及び維持管理経費

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　平成１４年度から平成１８年度までのごみ・し尿の単位当りの処理及び

　　　　　　維持管理経費を表記してます。

３　一般廃棄物処理事業従事職員数

市町村及び一部事務組合の一般廃棄物処理事業に従事している職員数を表１－８に　示す。ごみ関係に従事している職員数は７，２０４人、し尿関係は３１０人、総数は　７，５１４人でこのうち収集・運搬に４，４１３人が従事しており、全体の約６割を占めている。その内訳は、ごみ関係４，３３０人、し尿関係８３人である。

表１－８　一般廃棄物処理事業従事職員数

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　ごみ・し尿の一般廃棄物事業従事職員数を表記しています。

４　一般廃棄物処理の委託・許可件数の状況

府下における一般廃棄物処理業の委託及び許可件数を表１－９に示す。ごみの委託件数は、市町村において２６８件、一部事務組合では１７件の合計２８５件であり許可件数については市町村のみで６７９件である。

また、し尿の委託件数は、市町村において８２件、一部事務組合では２件の合計　　８４件であり、許可件数については市町村のみで３００件である。

表１－９　一般廃棄物処理の委託・許可件

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　ごみ・し尿の一般廃棄物処理の委託・許可件数を表記しています。

第２章　ごみ処理の概要

１　計画処理区域内人口の状況

平成１８年度における計画処理区域内人口は、平成１８年１０月１日現在で、　　  ８，８８２千人であり、すべて計画収集人口である。

２　ごみの収集状況

　分別収集の状況を表２－１に示す。（市町村毎の分別収集の詳細については、第２編統計資料第２章１分別収集の実施状況を参照。）

ただし、資源ごみについては缶・びん等を同時に収集する等の混合収集を実施している市町村があるが、全体として分別区分数は増える傾向にある。

収集回数は、可燃ごみあるいは混合ごみの週２回収集がほとんどで、不燃ごみ・資源ごみ・粗大ごみについては、月１～２回の収集が多い。（市町村毎の収集回収の詳細については、第２編統計資料第２章２ごみ収集の状況を参照。）

表２－１　分別収集の状況

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。
　　　　　各市町村ごとに、分別収集状況を表記してます。

３　ごみの排出状況

ごみの排出総量等の推移を表２－２に示す。排出総量は４，２４０千ｔであり、平成１８年度の実績取りまとめより、集団回収量２６６千ｔを総量に含めたことによって、前年度より２１８千ｔ増加している。排出量内訳については、計画収集量が３，６２７千ｔで排出総量の８５．５％を占めている。

また、計画収集量の収集形態別内訳を図２－１に示す。市町村直営が１，２４０　　　千ｔで計画収集量の３４．２％を占め、委託が９５０千ｔの２６．２％、最も多いのが許可業者による収集で、１，４３７千ｔと全体の３９．６％を占めている。

この計画収集量のごみ種類別内訳を図２－２に示す。混合ごみの割合が高く、全体の５５．５％を占めている。これは、大阪市、堺市、東大阪市の人口５０万人以上の大都市が混合収集を行っているためであり、３市の混合ごみの合計は１，８７６千ｔで、計画収集量に占める割合が５１．７％と多いためである。

なお、府民１人１日当りのごみ排出量の推移を図２－３に示す。

新算出方式では、前年度より１３ｇ減少して、１，３０８ｇとなっている。

市町村別の生活系ごみ及び事業系ごみの排出量を図２－３－１に示す。

市町村別の生活系ごみは　２，４３４千ｔでごみ排出総量の５７．４％、事業系ごみは１，８０６千ｔで４２．７％を占める。

平成１８年度実績の取りまとめより、「ごみ総排出量」は、「日本の廃棄物処理・平成１７年度版（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課）」と整合させるため、「一般廃棄物の排出量（計画収集量＋直接搬入量＋資源ごみの集団回収量）」とした。

　算出方式の違いによるごみ総量

　　　　　　　新算出方式：収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量

　　　　　　　旧算出方法：収集ごみ量＋直接搬入量

　算出方式の違いによる１人１日当たりのごみ排出量

　　　　　　　新算出方式：（計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量）÷総人口÷３６５

　　　　　　　旧算出方法：（計画収集量＋直接搬入量）÷総人口÷３６５

旧算出方式によるデータ等については、参考資料ごみの排出総量の旧算出方式によるデータ集計を参照願います。

表２－２　ごみ排出総量等の推移

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。
　　　　　平成１４年度から平成１８年度までのごみ排出総量等の推移を表記しています。

図２－１　計画収集量の収集形態別内訳（直接搬入量除く）

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。
　　　　　ごみの計画収集量の収集形態を直営・委託・許可の割合を図示しています。

図２－２　計画収集量のごみ種類別内訳

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　計画収集量のごみ種類別内訳で、混合ごみ、可燃ごみ、不燃ごみ、資源ごみ

　　　　　その他ごみ、粗大ごみ別に図示しています。

図２－３－１　１人１日当りのごみ排出量の推移

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

１人１日当りのごみ排出量の推移を平成７年度から平成１８年度までの

推移を図示してます。

表２－３－１　生活系ごみ及び事業系ごみの排出量

　　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

大阪府下市町村別に生活系ごみ及び事業系ごみの排出量を表記してます。

　４　ごみの処理状況

府内におけるごみ処理状況の推移を図２－４に、ごみ処理の系統及び市町村別ごみ処理状況を図２－５及び表２－４に示す。

図２－５をみると、ごみ排出総量４，２４０千ｔのうち８９．４％に当たる３，７９０千ｔが焼却され、焼却残渣に含まれる金属類等２０千ｔが資源回収されている。

また、資源化処理されている量は１８５千ｔであり、処理方法別の資源回収量は、粗大ごみ処理施設から３６千ｔ、資源化施設から１１０千ｔ、直接資源化（直接再生事業者等に搬入されるもの）によるものから１９千ｔ、その他に焼却残渣からの資源回収量が２０千ｔである。

さらに、各自治体における資源回収及び資源化処理以外にも自治会、子供会等による集団回収等が行われており、２６６千ｔが資源回収されている。

自治体における資源回収と集団回収を合わせた資源化量合計は４５１千ｔで、リサイクル率は１０．６％である。

図２－４　ごみ処理状況の推移

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　なお、平成１３年度より、新算出方式により集団回収量を含む。

図２－５　ごみ処理状況一覧表

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

５　ごみ処理施設の概要

（１）ごみ焼却施設

府内におけるごみ焼却施設は表２－５に示すとおり、平成１８年度末現在において１２市４町９一部事務組合に５０施設９１炉があり、１日当たりの処理能力は１６，３５１ｔである。年間の焼却実績は約３８３万ｔで、１日当たりに換算すると約１．１万ｔのごみを府内で焼却していることになる。

表２－５　ごみ焼却施設

　　　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　（２）粗大ごみ処理施設

粗大ごみ処理施設とは、粗大ごみを対象に破砕、圧縮等の処理及び有価物の選別を行う施設のことで、府内における粗大ごみ処理施設は表２－６に示すとおり、平成１８年度末現在において１２市４町９一部事務組合に２９施設があり、１日当たりの処理能力は１，７９３ｔである。年間の処理実績は約１７６千ｔで、このうち１９％にあたる約３３千ｔが資源化されている。

処理方式の破砕とは、原則として家具等の可燃性粗大ごみを破砕することにより、焼却施設で容易に焼却し得るように処理することで、併用とは可燃性及び不燃性の粗大ごみを破砕（粉砕）する施設のことである。

表２－６　粗大ごみ処理施設

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

（３）不燃物処理・資源化施設

不燃物処理・資源化施設とは、選別施設、圧縮・梱包施設等の施設（前処理を行うための処理施設を含む）で粗大ごみ処理施設、保管施設以外の施設のことで、府内における不燃物処理・資源化施設は、平成１８年度末現在において６市１町５一部事務組合に１３施設があり、１日当たりの処理能力は１７２ｔである。

年間の処理実績は２５，２８９ｔで、このうち約６５％にあたる１６，５４７ｔが資源化されている。

（４）埋立処分地施設

府内における埋立処分地で受入れ可能な施設は表２－７に示すとおり、平成　１８年度末現在において７施設、残余容量は１，３４４千ｍ3あり、年間の埋立処分量実績２９２千 ｍ3で推移すると、約４．６年分の残余年数がある。

設置場所は山間部４ヵ所、平地部２ヵ所、海面部１ヵ所である。

表２－７　埋立処分地

　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

（５）リサイクルプラザ

リサイクルプラザとは、１日当たり５ｔ以上の処理能力を有する資源化施設で、不用品の補修や再生品の展示等、一般市民向けの啓発を行っている施設である。

府内におけるリサイクルプラザは、平成１８年度末において５市（大阪市・堺市・吹田市・箕面市・門真市）に５施設あり、１日当たりの処理能力は９５ｔである。

年間の処理実績は１８，３４６ｔで、このうち約７３％にあたる１３，３９９ｔが資源化されている。

（６）ストックヤード

ストックヤードとは、資源ごみとして回収した紙・プラスチック類、資源化施設等から選別された金属類等を、資源化目的のために一時的に保管する施設のことである。府内におけるストックヤードは、平成１８年度末において１０市１町５一部事務組合に２２施設あり、施設面積は１６，２７８ｍ2、年間の保管実績量は３０，８６８ｔとなっている。

　６　ごみ処理施設の状況

（1） ごみ焼却施設の現況

（2） 粗大ごみ処理施設の現況

（3） 不燃物処理・資源化施設の現況

（4） 埋立処分地の現況

（5） リサイクルプラザ

（6） ストックヤード

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

ごみ処理施設の（１）から（６）までの施設状況を表記してます。

７　ごみ処理施設の余熱利用

ごみ焼却施設の排熱を、発電や暖房・給湯に利用することにより、ごみ処理のランニングコストの低減を図るとともに、熱供給による施設周辺住民とのコミュニティ作りにも役立てるなどエネルギーの有効利用を行っている。

平成１９年３月末現在での府内ごみ焼却施設における余熱による発電状況については、表２－８に示すとおり２３施設ある。このうち、大阪市の港・南港・大正・住之江・鶴見・西淀・八尾・舞洲・平野工場、堺市、吹田市、高槻市、茨木市、豊中市伊丹市クリーンランド、泉北環境施設整備組合の１７施設（１５工場）は電力会社に売電しており、平成１８年度の年間売電電力量は約４５万ＭＷＨで、標準世帯の年間電力使用量を４千ＫＷＨとすると、約１１２，６００世帯分に相当する。

　　　図２－６にごみ焼却余熱による発電利用状況を示す。自家消費が５０万ＭＷＨで全体の５１％を占め、次いで関西電力への売電が４５万ＭＷＨで４７％、下水処理施設への送電等が１．５万ＭＷＨとなっている。

図２－６　ごみ焼却余熱による発電利用状況

　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　自家消費、関電へ売却、その他別に図示してます。

また、余熱による周辺地域への温水及び蒸気供給状況については、表２－９に示すとおり１７施設（１４工場）ある。その供給状況は、大阪市の森之宮工場が公団住宅等に、大阪市の舞洲工場がスラッジセンターに、大阪市の西淀・住之江・八尾工場、堺市東第二工場、高槻市、豊中市伊丹市クリーンランド、泉北環境整備施設組合、柏羽藤環境事業組合、泉南清掃事務組合が温水プールに、大阪市の西淀工場、堺市の南工場、岸和田市貝塚市清掃施設組合が老人センター等に給湯又は蒸気を供給している。

表２－８　ごみ焼却余熱による発電状況

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　府下施設ごとの発電状況を表記してます。

表２－９　ごみ焼却余熱による周辺地域への温水及び蒸気供給状況

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　府下施設ごとの温水及び蒸気供給状況を表記してます。

　８　ダイオキシン類濃度測定結果

　　（１）排ガス中のダイオキシン類

平成１８年度の排ガス中のダイオキシン類（コプラナーＰＣＢを含む。）の測定結果を表２－１０に示す。平均値は０．１４ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3、最大値は　２．６ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3であった。

また、排ガスからのダイオキシン類の排出量の推移を図２－７に示す。平成　１８年度の排出量は、平成９年度と比べると約９８％減少しており、環境省の目標であるダイオキシン類９割削減を達成している。

表２－１０　排ガス中のダイオキシン類濃度

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。
１年間に複数回測定した施設もあるが、最新のデータを記載している。

　　　　　　なお、平均値については、小数第３位を切り上げている。

図２－７　排ガスからのダイオキシン類排出量

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　平成９年度から平成１８年度までの排ガスからのダイオキシン類排出量を

　　　　　図示してます。

平成１１年度まではコプラナーＰＣＢは含まないが、平成１２年度以降はコプラナーＰＣＢを含む。

平成１４年１２月よりダイオキシン類の排出基準が強化され、既存焼却施設からの排ガスは，基本的に１ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎｍ3以下に定められている。

（２）燃え殻、ばいじん中のダイオキシン類

　 　　　平成１８年度の燃え殻、ばいじん中のダイオキシン類の測定結果を表２－１１に示す。燃え殻（焼却灰・主灰）について、ダイオキシン類濃度の平均値は０．２ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ、最大値は１．６ｎｇ－ＴＥＱ／ｇであった。

　　　 　  また、ばいじん（飛灰）については、平均値は１．５ｎｇ－ＴＥＱ／ｇ、最大値は２２ｎｇ－ＴＥＱ／ｇであった。なお、ばいじんに関しては排出基準値を遵守するため、薬剤の使用やセメント固化等の処理をして搬出しているが、燃え殻については、未処理のままで搬出している施設が多い。

表２－１１　燃え殻、ばいじん中のダイオキシン類濃度

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

（３）排水中のダイオキシン類濃度

　  　平成１８年度の排水中ダイオキシン類の測定結果を表２－１２に示す。平均値は１．６ｇ－ＴＥＱ／リットル、最大値は８．５ｐｇ－ＴＥＱ／リットルであった。

　　　 　焼却施設では、処理工程で発生した排水を処理して、炉内噴霧等に再利用するクローズドシステムを採用しているか、または下水道へ直接放流している施設が多いため、河川等への放流は少なくなっている。

表２－１２　排水中のダイオキシン類濃度

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

第３章　し尿処理の概要

１　計画処理区域内人口の状況

　　　計画処理区域内人口及び水洗化、非水洗化人口等の推移を表３－１に示す。公共下水道の整備により水洗化人口が増加し、非水洗化人口が減少する傾向である。

平成１８年度の行政区域内人口は８，８７６千人、水洗化人口は８，５０６千人、非水洗化人口が３７０千人であり、水洗化率は９５．８％である。水洗化人口のなかで公共下水道人口の占める割合は９０．６％である。

非水洗化人口のうち、市町村が収集していない自家処理人口は約２千人である。

　表３－１　計画処理区域人口等

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　平成１４年度から平成１８年度の水洗化人口及び非水洗化人口を表記してます。

また、平成16年度以前については、｢行政区域内人口｣を「計画処理区域内人口」と、「くみ取り人口」を「計画収集人口」と読みかえる。また、平成16年度以前については当該年度の10月1日現在、平成17年度以降については当該年度末現在の数値である。

２　し尿の排出状況

し尿排出状況の推移を図３－１及び表３－２に示す。公共下水道人口の増加に伴い、し尿の収集量は年々減少するとともにし尿浄化槽汚泥の収集量も、近年減少傾向にある。

平成１８年度におけるし尿の排出総量は、８６４千kLであり、そのうち計画収集量は８６２千kL、自家処理量は２千kLとなっている。計画収集量の内訳は、し尿が４９３千kL、し尿浄化槽汚泥３６９千kLである。
また、計画収集量の収集形態別内訳を図３－２及び図３－３に示す。し尿では委託による収集が４８．８％、許可業者による収集が４７．７％の割合である。

　　　し尿浄化槽汚泥では許可業者による収集が、し尿浄化槽汚泥の計画収集量の

９９．８％を占めている。
平成１８年度における１人１日当りし尿収集量及び排出量を表３－３に示す。１人１日当りのし尿収集量は３．６７リットル・排出量は３．６６リットルで、１人１日当りし尿浄化槽汚泥収集量及び排出量は１．２７リットルである。

図３－１　し尿排出状況の推移

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。
　　　　　昭和５５年度から平成１８年度のし尿排出状況の推移を図示してます。

表３－２　し尿排出状況の推移

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　平成１４年度から平成１８年度のし尿計画収集量、し尿浄化槽汚泥の
計画収集量自家処理量を表記している。

図３－２　し尿の収集形態別内訳

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　し尿の収集形態別の内訳を図示している。

図３－３　し尿浄化槽汚泥の収集形態別内訳

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　し尿浄化槽汚泥の収集形態別の内訳を図示している。

　表３－３　し尿の１人１日当り収集量及び排出量

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　　平成１４年度から平成１８年度までのし尿の１人１日当り収集量及び排出量

　　　　　　を表記している。

３　し尿の処理状況

計画収集量８６２千kLの処理内訳を図３－４に示す。７３．２％にあたる６３１千kLがし尿処理施設で処理されており、下水道投入が２４．６％の２１２千kLとなっている。

し尿処理状況の推移を図３－５に示す。し尿処理施設での処理量は、計画収集量の減少と同様年々減少している。

図３－４　し尿の処理内訳

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　し尿処理の内訳別に表記している。

図３－５　し尿処理状況の推移

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　昭和６０年度から平成１８年度までのし尿処理状況の推移を図示している。

表３－４　し尿処理状況の推移

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　平成１４年度から平成１８年度までのし尿処理状況の推移を表記している。

図３－６　し尿の処理系統図

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　４　し尿処理施設の概要

（１）し尿処理施設

府内におけるし尿処理施設は、平成１８年度末現在において１８市６町５一部事務組合に３７施設、１許可施設があり、１日の処理能力は５，１３９kLである
　表３－５　し尿処理施設

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

（２）コミュニティ・プラント

コミュニティ・プラントとは、し尿と生活雑排水を併せて処理する市町村が設置するし尿処理施設で、府内におけるコミュニティ・プラントは、平成１７年度末現在において堺市の１施設と豊能町の１施設の合計２施設がある。

　表３－６　コミュニティ・プラント

　　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

５　し尿処理施設の現況

　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

し尿処理施設　届出施設について、し尿施設別現況を表記している。

参考資料（旧算出方法によるごみの排出状況）

１　ごみの排出状況

ごみの排出総量等の推移を表１－１に示す。排出総量は３，９７３千ｔであり、前年度より４９千ｔ減少している。排出量内訳については、計画収集量が３，６２７千ｔで排出総量の９１．３％を占めている。

また、計画収集量の収集形態別内訳を図１－１に示す。市町村直営が１，２４０　　　千ｔで計画収集量の３４．２％を占め、委託が９５０千ｔの２６．２％、最も多いのが許可業者による収集で、１，４３７千ｔと全体の３９．６％を占めている。

この計画収集量のごみ種類別内訳を図１－２に示す。混合ごみの割合が高く、全体の５５．５％を占めている。これは、大阪市、堺市、東大阪市の人口５０万人以上の大都市が混合収集を行っているためであり、３市の混合ごみの合計は１，８７６千ｔで、計画収集量に占める割合が５１．７％と多いためである。

なお、府民１人１日当りのごみ排出量の推移を図１－３（旧算出方式による）に示す。

旧算出方式では、前年度より１５ｇ減少して、１，２２６ｇとなっている。

市町村別の生活系ごみ及び事業系ごみの排出量を表１－２（旧算出方式による）に示す。

旧算出方式では、生活系ごみは　２，１６８千ｔでごみ排出総量の５４．５％、事業系ごみは１，８０６千ｔで４５．５％を占める。

算出方式の違いによるごみ総量

　　　　　新算出方式：収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量

　　　　　旧算出方法：収集ごみ量＋直接搬入量　
表１－１　ごみ排出総量等の推移

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。
　　　　　平成１４年度から平成１８年度までのごみ排出総量の推移を表記している。

図１－１　計画収集量の収集形態別内訳（直接搬入量除く）

詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。
図１－２　計画収集量のごみ種類別内訳

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

図１－３　１人１日当りのごみ排出量の推移　（旧算出方式による）

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　平成７年度から平成１８年度までのごみ排出量の推移を図示している。

２　ごみの処理状況

府内におけるごみ処理状況の推移を図２－１に、ごみ処理の系統及び市町村別ごみ処理状況を図２－２に示す。

図２－２をみると、ごみ排出総量３，９７３千ｔのうち９５．４％に当たる３，７９０千ｔが焼却され、焼却残渣に含まれる金属類等２０千ｔが資源回収されている。

また、資源化処理されている量は１８５千ｔであり、処理方法別の資源回収量は、粗大ごみ処理施設から３６千ｔ、資源化施設から１１０千ｔ、直接資源化（直接再生事業者等に搬入されるもの）によるものから１９千ｔ、その他に焼却残渣からの資源回収量が２０千ｔである。

さらに、各自治体における資源回収及び資源化処理以外にも自治会、子供会等による集団回収等が行われており、２６６千ｔが資源回収されている。

自治体における資源回収と集団回収を合わせた資源化量合計は４５１千ｔで、リサイクル率は１０．６％である。

表１－２　生活系ごみ及び事業系ごみの排出量（旧算出方式による）

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

大阪府下市町村別に生活系ごみ及び事業系ごみの排出量を表記してます。
図２－１　ごみ処理状況の推移

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います。

　　　　　昭和５０年度から平成１８年度までのごみ処理状況の推移を図示している。

図２－２　ごみの処理系統図

　　　　　詳細は、ＰＤＦファイル参照願います



注）　本グラフの「焼却」は「焼却量」から「焼却残渣からの資源化量」を、


「埋立」は「埋立量」から「焼却残渣の埋立量」を除いている。


また、「資源化他」は、表２－４の処理内訳の「資源化」と「その他」の合計である。


※平成１３年度より、新算出方式により集団回収量含む。








